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２．市町村と生活支援コーディネーターと協議体の役割 

本稿は、「移動・外出支援を多様な生活支援サービスで推進するセミナーin 岡山」における、服部真治氏（医療経済研究機

構：研究員）の講演記録等を元に編集したものです。 

 

（１）インフォーマルのサポートを作り上げるには 

 インフォーマルのサポートを作り上げていくには、従来の行政からのベクトルだけでは難しい。自助や

互助から育てていくベクトルが必要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 自治体が地域の状況を共

有し、地域づくりの基本

方針を明示した上で、地

域が「お互いさまの助け

合い」の輪を、時間をかけ

て広げていくことによっ

て資源が育まれていく。 

 具体的には、地域の資源

や交流の状況を把握しな

がら、住民がやりたいこ

とや持っているアイデア

を活かしたり、既存の住

民の活動を応援したりし

ていくことが必要。 
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地域づくりのベクトル
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出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング作成資料

一般的な行政のベクトル

地域づくり（整備事業）のベクトル

移動・外出支援は C 類

型の送迎をタクシー事

業者に委託したり（一

番左）、お茶飲み仲間同

士で送迎したり（右寄

り）と、色々な方法が

ある。しかし、過疎化

や少子高齢化が進む

中、多くの地域で B 類

型の取り組みが必要と

されている。 

IHEP
Institute for Health Economics and Policy

多様な資源をはぐくむイメージ
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資料：三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング「新しい総合事業における移行戦略のポイント解説（概要版）」
（平成27年度老人保健事業推進費等補助金）
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 実際にインフォーマルサービスを作りだすには、総合事業の補助（助成）以外にも、場所や備品の手配、

広報の支援など、色々な支援が求められる。活動したいけれどノウハウがない場合に、専門職の派遣や情

報収集・提供を行うことも必要。困ったときに相談できる関係づくりをすることで安心して活動でき、課

題解決に向けた流れが

できる。 

 

 こういうことを誰かが

やらないといけない。

そのために「生活支援

体制整備事業」を地域

支援事業に位置付けて

いる。今後は、市町村と

生活支援コーディネー

ターと協議体がチーム

となって進めていくこ

とになる。 

 
 
 
 

（２）市町村の役割 

 既に介護人材の不足は深刻な状況である。まずやるべきことは、市町村が現状を押さえ、対応方針を地域

住民や関係団体に伝えて共有化すること。その上で、課題をどう捉え、対応するかは多様な主体に任され

ていることを伝え、一緒に考えること。 

 

 ここが不充分だと住民への押し付けになってしまい、図のように「負の循環」に陥る。「正の循環」になる

よう、インフォーマルサービスだけでなく、専門職や関係機関を含めた全体の目標を掲げることは市町村

の役割。 

○多様な価値観を持つ多様な主体が、協働して課題解決に向かうために必要な条件 

１．直面している危機的状況が、分かりやすく可視化されていること（→共有） 

２．解決すべき課題が、具体的に示されていること（→目標） 

３．何をするかが、多様な価値観・多様な主体の当事者に任されていること（→自由） 

 

出典：信州大学経法学部 井上信宏教授 作成資料 

（松本市地域づくり関係職員研修会 2016 年 8 月 20 日） 
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多様な主体による多様なサービス・支援の充実するには
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ただで借りられる調理
場所は見つかったけど、
道具代の捻出が難しい。

介護予防に効果のある
体操を教えてくれる人
はいないだろうか？

助け合いの仲間を増や
したいけど、どうやっ
て募集すればいいの？

活動の中で起きる困り事は、
“住民任せ”にせず協力して対応

住民主体の活動では対応が難しい困
難ケースが生じることも多い。こう
いう時に全面的にバックアップする
ことで、「何かあれば助けてもらえ
る」という安心感が活動を継続させ
る。また、活動の中の困りごとは、
新たな活動の種になることもある。

道具代の補助

広報の支援

専門職の派遣

（例）最近、認知症症状のある人がサロン
に来るようになり対応に困っている。

困ったことがあれば、包括等で対応し、必
要なサービスにつなげる仕組みを構築。

サロンで認知症サポーター講座を開催し、
軽度なら受け入れられるよう体制を強化。

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング副主任研究員 齋木由利氏作成資料
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（３）生活支援コーディネーターと協議体の役割 

 生活支援コーディネーターは、多様な生活支援の創出と高齢者の社会参加の促進を担うが、特に第２層の

コーディネーターは、それぞれの専門的な知識や力があるのもよいが、それ以上に、「いつの間にか溶け込

んでいる」、「放っておけない」、「人をその気にさせる」、「ノリがいい」、「縁の下の力持ち」などの基本的

な資質があることが大事と考えている。 
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協議体で目標を共有する
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地域づくりの
基本方針を明示し、
ニーズに応じて
住民・専門職の
取組を支援する

専門職にしか
提供できない
サービスに
特化する

地域のつながりが再生し、専門職も活かされる

正の循環

地域のつながりが喪失、人材不足が進む

負の循環

放っておくと・・・ みんなで目標を共有

行政からの“押し
つけ”の負担で
疲弊し、自主的
な地域づくりが
進まない

専門職でなくても
提供できる支援・
サービスに従事し
なくてはならず、
人材が不足する

“お互いさまの
助け合い”の輪を
時間をかけて
広げていく

地域づくりの基本
方針を示さず、介
護保険外の支援・
サービスの整備が

進まない

住民の支援と
専門職サービス
を利用に
結びつける

介護保険外の支援・
サービスが

不足し、介護保険へ
の依存が高まる

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング副主任研究員 齋木由利氏作成資料

第1層 市町村全域 中間支援組
織

地縁組織

社協 包括

市町村

協議体
NPO

民間企業
ボランティア団

体

第2層 日常生活圏域（中学校区等）

協議体

地区社協

包括NPO

意欲ある
住民

コーディネーター・協議体の配置・構成のイメージ

町内会 包括

介護サービ
ス事業所

意欲ある
住民

協議体

○ コーディネーターとして適切な者を選出するには、「特定の団体における特定の役職の者」のような充て職による任用ではなく、
例えば、先に協議体を設置し、サービス創出に係る議論を行う中で、コーディネーターにふさわしい者を協議体から選出するよう
な方法で人物像を見極めたうえで選出することが望ましい。

○ 協議体は必ずしも当初から全ての構成メンバーを揃える必要はなく、まずは最低限必要なメンバーで協議体を立ち上げ、徐々
にメンバーを増やす方法も有効。

○ 住民主体の活動を広める観点から、特に第２層の協議体には、地区社協、町内会、地域協議会等地域で活動する地縁組織や
意欲ある住民が構成メンバーとして加わることが望ましい。

○ 第３層のコーディネーターは、サービス提供主体に置かれるため、その提供主体の活動圏域によっては、第２層の圏域を複数
にまたがって活動が行われたり、時には第１層の圏域を超えた活動が行われたりすることも想定される。

第2層 日常生活圏域（中学校区等）

第1層コーディネーター

第２層
コーディネーター

第３層
コーディネーター

16

厚生労働省資料
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 まず、「みつける」こと。地域にはどのようなもの（資源）があり、地域住民は何に困っているのか（ニー

ズ）を調べて可視化することが大事。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 そして「はぐくむ」。どこに課題解決の可能性が隠れているかを探しながら、「であう」「つながる」「うま

れる」「つたえる」という出来事が循環する流れを作っていく。 
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例えば、こんな風に「はぐくむ」プロセス
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であう つながる

つたえる うまれる

どんな活動も一人では
できません。まずは、
地域の人たちが集まる
場所を仕掛けてみま
しょう。協議体をそう
した場にするのもあり。

地域の人が地域につい
て話しているうちに、
「これは問題だ」「な
んとかしなきゃ」がで
てくる。ここは焦らず、
ゆっくり時間をかける。

活動のアイデアが出てき
たら、活動に必要な支援
を洗い出して、生活支援
コーディネーターや行政
と相談。総合事業も積極
的に活用しましょう。

生まれた活動は、積極
的に外部に発信。活動
している人の魅力を伝
えることは、新たな担
い手の確保や本人の活
動の継続にもつながる。

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング副主任研究員 齋木由利氏作成資料
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はぐくむ前に「みつける」
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関係機関等からの情報収集が中心
地域包括支援センター
居宅介護支援事業所
庁内の商工セクション
各種情報媒体の収集 ／等

地域に通う＋住民・ケアマネ調査
自治会・町内会、民生委員

老人クラブ
地区社協、NPO・ボランティア団体
地域包括支援センター ／等

“サービス”と“助け合い”で、みつける方法は異なる

民間サービス
（配食、宅配など）

ボランティア
による生活支援

ご近所のちょっと
した家事援助

訪問介護 ご近所の見守り
有償ボラによる
生活支援 ・・・・・・

お茶のみ仲間サークル、サロン通所介護
有償ボラによる
ミニデイ 体操教室

民間サービス
（スポーツジム等） ・・・・・・

“助け合い”
なじみの関係

“サービス”
専門職等

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング副主任研究員 齋木由利氏作成資料

移動・外出支援の場合

は、道路運送法や事故

のリスクが壁になる。

「つながる」から「う

まれる」に進むには

「思い切ってやってみ

ましょう」とみんなを

勇気づける人が必要。

そういう人を見つける

ことも、コーディネー

ターの役割。 


